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1. はじめに 
 地震時の建物倒壊等による道路閉塞は，消火・救助・

避難その他の活動を妨げる大きな要因の一つとなってい

る． 

 従来，道路閉塞率は道路と家屋の要素だけで考えられ

ていたが，本研究ではその他に電柱，看板，自動販売機，

塀など家屋以外の道路閉塞に影響を与える要素について

検討し，新たな道路閉塞率の算定方法を提案する． 

 

2. 調査対象地域 
 本研究では，旗の台 4・5丁目，中延 5丁目を調査対象
地域とすることにした． 

 特に，旗の台 4丁目は東京都都市整備局 1)の｢地震に対
する地域危険度予測度｣より｢倒壊危険度｣と｢火災危険

度｣を合わせた｢総合危険度｣が比較的高いと判定された

地域である．隣接する他の地域も木造家屋数や土塀の数，

道路幅員などから，震災時に道路閉塞を起こしやすい地

域と推察される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. 調査対象地域 
3. 検討方法 
3.1 道路閉塞率 
 地震動 EQ を受けた i 番目の道路 Ri の道路閉塞率

( )[ ]EQDCP i は道路影響値 ( )[ ]iRKP と道路通過不可能確

率 ( ) ( )[ ]ii RKEQDCP の積として次式で定義する． 
   ( )[ ] ( )[ ] ( ) ( )[ ]iiii RKEQDCPRKPEQDCP ⋅=      (1) 

3.2 道路影響値 
 既往の研究 2)によれば，道路閉塞のしやすさを示す道

路影響値 ( )[ ]iRKP は積事象の確率として次式で定義され

ている． 

 
 
 

( )[ ] ( )[ ] ( )[ ] ( )[ ]iiii RRTPRRPPRRWPRKP ⋅⋅=        (2) 

ここで， ( )[ ]iRRWP ， ( )[ ]iRRPP ， ( )[ ]iRRTP はそれぞ 

れ道路幅員係数，歩道係数，街路樹係数であり，表 1,2,3
に代表値を示す．  

表 1. 幅員別道路係数 : ( )[ ]iRRWP  
 
 
 
 
 
 
 

 
表 2. 歩道による道路閉塞軽減率： ( )[ ]iRRPP  

 
 
 
表 3. 街路樹による道路閉塞軽減率： ( )[ ]iRRTP  

 
 
 
 
3.3 道路通過不可能確率 
  i番目の道路 Riの沿線には家屋のみならず塀・電柱・

看板・自動販売機などが設置されている．これらのいず

れの要素が道路側に倒壊しても道路閉塞が発生する．既

往の研究 2)では家屋倒壊の要素のみを考慮していたが，

ここでは家屋以外の構造物の倒壊の影響も考慮する．こ

のとき，道路通過不可能確率は次式で表される． 

( ) ( )[ ] ( )[ ]( ) ( )[ ]( )
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                                               (3) 

ここで、 iiiii WDCEH ,,,, はそれぞれ道路 Riの家屋，電

柱，看板，自動販売機，塀の倒壊事象を示す記号である． 

 

3.3.1 要素構造物の道路通過不可能確率 

既往の研究 2)では，第 k番目家屋が倒壊する時に道路 
側に倒壊する確率は家屋自体の倒壊確率と道路側へ倒れ 
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道路幅員 片道歩道 両側歩道

8m以上 0.98 0.96
8m未満 0.95 0.9

道路幅員 片道街路樹 両側街路樹

8m以上 0.9 0.8
8m未満 0.8 0.7

幅員 閉塞率 係数

3m未満 100% 1
3ｍ以上4m未満 66% 0.66
4m以上6m未満 52% 0.52
6m以上8m未満 40% 0.4
8m以上10m未満 20% 0.2
10m以上12m未満 10% 0.1
12m以上16m未満 4% 0.04
16m以上 1% 0.01
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る確率との積で表すことができる． 

( )[ ] ( )[ ] [ ]ikikikik ZAPEQZPEQhP ⋅=                 (4) 

ここで，i番目道路の第 k番目の家屋倒壊確率 ( )[ ]EQZP ik 、 

道路側倒壊確率 [ ]ikik ZAP ．前者は家屋倒壊確率の Fragility
曲線 3)から算定でき，後者は表 4 で先験的に与える．し

たがって，i 番目道路の家屋数を k
in とすると，家屋の道

路通過不可能確率は次式で算定できる． 

   ( )[ ] ( )[ ]( )∏
=

−−=
k
in

k
iki EQhPEQHP

1
11            (5) 

新要素である電柱，看板，自動販売機，塀の道路通過不

可能確率は地震動 EQ に対する構造物の倒壊確率を表わ
す Fragility曲線 4)と表 5を用いて式(4)と同様に算定でき
る． 

表 4. 家屋の道路側倒壊確率  
 
 
 

表 5. 新要素の道路側倒壊確率  
 
 
 
3.3.2 要素構造物の地震時倒壊確率 
 木造家屋の地震時倒壊確率については，村田 5)の研究

を参考にして，次式より推定した． 
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ここで，xはそれぞれ当該地の地震動速度であり，x0, p
はパラメータであり，次の値をとる． 34.4,1390 == px  
 電柱については，電線による変位拘束の影響を無視し

て重量物（トランス）を頭部に持つ柱状構造物の倒壊確

率を算定してFragility曲線を算定した．また，自動販売
機および看板はいずれも矩形断面を有する剛体として水

平地震動に対する安定条件から倒壊確率を算定した．一

方，塀については無鉄筋のブロック塀を代表的剛体構造

物として，水平地震動に対する耐震安全性照査からその

倒壊確率を推定した． 
 
4. 考察 
 現地調査より，当該地区の要素構造物配置状況を確認

した．一例として震度 6強の地震に対する道路閉塞率を
求め，その結果を図 2に示す．同図によれば，木造家屋
の密集度合が相対的に大きい地区（北東部）の道路閉塞

率が比較的大きく評価されており，既往の被害事例とも

適合していることが分かる．また，従来手法で求めた道

路閉塞率の算定結果と本研究の手法で求めた道路閉塞率

の算定結果の比較を図 3に示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2. 現地調査結果に基づく道路閉塞率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3. 従来手法と本研究手法の比較 
 本研究の道路閉塞率は従来手法に比べ，平均して 10％

程度の上昇が見られた．調査対象地域北東部の木造家屋

とブロック塀の割合が多い地域では閉塞率が 60％を超え

る道路が多く，従来手法との閉塞率の差が最大 35％にな

る道路を確認した． 

 
5. 結論 
 本研究では，道路閉塞率の算定に新しい要素を加える

ことでより細かい判別ができる新しい算定方法を提案し

た．これにより，道路毎の特徴を反映した道路閉塞率を

正確に表すことができた． 
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木造 0.5
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